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(ウ)地方大学等の活性化 

【施策の概要】 

地方の若い世代が大学等の入学時と卒業時に東京圏へ流出している。その要因には、地

方に魅力ある雇用が少ないことのほか、地域ニーズに対応した高等教育機関の機能が地方

では十分とはいえないことが挙げられる。このことを踏まえ、地方大学や高等専門学校、

専修学校等において、地域とのつながりを深め、地域産業を担う人材養成など地方課題の

解決に貢献する取組を促進する必要がある。 

また、地方大学等への進学、地元企業への就職や都市部の大学等から地方企業への就職を

促進するため、奨学金（「地方創生枠（仮称）」等）を活用した大学生等の地元定着や、

地方公共団体と大学等との連携による雇用創出・若者定着に向けた取組等を推進する。さ

らに学校を核として、学校と地域が連携・協働した取組や地域資源を生かした教育活動を

進めるとともに、郷土の歴史や人物等を採り上げた地域教材を用い地域を理解し愛着を深

める教育により、地域に誇りを持つ人材の育成を推進し、地域力の強化につなげていく。 

人材育成の観点から、大学や高等専門学校、専修学校、専門高校をはじめとする高等学

校における、地元の地方公共団体や企業等と連携した取組を強化することにより、地域産

業を担う高度な専門的職業人材の育成や地元企業に就職する若者を増やすとともに、地域

産業を自ら生み出す人材を創出する。また、地域に根ざしたグローバル・リーダー育成の

取組を推進する必要がある。 

こうした観点から、国が2020年までに達成すべき重要業績評価指標(KPI)を以下のとおり

設定する。 

■地方における自県大学進学者の割合を平均で36%まで高める（2013年度全国平均32.9%） 

■地方における雇用環境の改善を前提に、新規学卒者の県内就職の割合を平均で80%まで

高める（2012年度全国平均71.9%） 

■地域企業等との共同研究件数を7,800件まで高める（2013年度5,762件） 

■各事業において、地方公共団体や企業等による地元貢献度への満足度80%以上を実現す

る 

■大学における、地元企業や官公庁と連携した教育プログラムの実施率を50%まで高める

（2013年度39.6%） 

■全ての小・中学校区に学校と地域が連携・協働する体制を構築する 

 

【主な施策】 

◎ (2)-(ウ) 「地方大学等創生５か年戦略」（以下の３つのプランを推進する。） 

① 知の拠点としての地方大学強化プラン（地方大学等の地域貢献に対する評価

とその取組の推進） 

地域社会経済の活性化や地域医療に大きく貢献する大学等の教育研究環境の

充実を図る。また、地元の地方公共団体や企業と連携し、地域課題の解決に積極
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的に取り組む大学を評価し、その取組を推進する。さらに、地域活性化の中核と

なる国立大学においては、第３期中期目標期間（2016年度～2021年度）の評価に

地域貢献の視点を採り入れるなど、大学の地域貢献に対する評価と資源配分が連

動するようにしていく。また、経営改革や教育研究改革を通じて地域発展に貢献

する地方私立大学の取組を推進する。これらを通じて、2020年には地域の企業等

との共同研究を7,800件（2013年度5,762件）とするとともに、共同研究による特

許出願数を大幅に増加させる。さらに、各事業において、地方公共団体や企業等

による地元貢献度への満足度80%以上を実現する。 

 

② 地元学生定着促進プラン（地方大学等への進学、地元企業への就職や、都市

部の大学等から地方企業への就職を促進するための具体的な措置、学校を核

とした地域活性化及び地域に誇りを持つ教育の推進） 

地方大学等への進学、地元企業への就職や都市部の大学等から地方企業への就

職を促進するため、奨学金（「地方創生枠（仮称）」等）を活用した大学生等の

地元定着の取組や、地方公共団体と大学等との連携による雇用創出・若者定着に

向けた取組への支援策等を講ずるとともに、都市部の大学生等が地方の魅力を実

体験できる取組を推進する。さらに、大都市圏、なかんずく東京圏への学生集中

の現状に鑑み、大都市圏、なかんずく東京圏の大学等における入学定員超過の適

正化について資源配分の在り方等を検討し、成案を得る。これらにより、2020年

までに地方における自県大学進学者の割合を平均36%（2013年度全国平均32.9%）、

地方における雇用環境の改善を前提に、新規学卒者の県内就職の割合を平均で

80%（2012年度全国平均71.9%）まで引き上げる。 

また、学校を核として、学校と地域が連携・協働した取組や地域資源を生かし

た教育活動を進めることにより、全ての小・中学校区に学校と地域が連携・協働

する体制を構築するとともに、地域を担う人材の育成につながるキャリア教育や、

地域に誇りを持つ教育を推進する。 

 

③ 地域人材育成プラン（大学、高等専門学校、専修学校、専門高校をはじめと

する高等学校の人材育成機能の強化、地域産業の振興を担う人材育成） 

地域の企業や地域社会の求める人材ニーズの多様化に対応し、地元の地方公共

団体や企業等と連携して、地域産業を担う高度な地域人材の育成に取り組む大学

の取組を推進することにより、2020年までに大学における地元企業や官公庁と連

携した教育プログラムの実施率を50%（2013年度39.6%）まで高める。また、地域

産業の振興を担う高度な専門的職業人材の育成を行う高等専門学校、専修学校、

専門高校をはじめとする高等学校の取組を推進する。 

さらに、地域の人材育成においては、職業教育は極めて重要であり、今後、関
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係府省庁において総合的に推進を図ることが必要である。こうしたことを踏まえ、

専門高校等においては、職業能力等を高める質の高い教育を充実するとともに、

卒業生が地元企業等の求める職業能力等を有していることを明らかにする取組

を進めることで、地元企業等の適切な評価につなげ、育成された人材の地域社会

での認識向上を図る。 

併せて、大学・高等学校等における地域に根ざしたグローバル・リーダーの育

成や外国人留学生の受入れを推進するため、官と民とが協力した海外留学支援制

度（「トビタテ！留学JAPAN日本代表プログラム」等）の推進や地域における留

学生交流の促進のほか、グローバル化に対応した教育を行うとともに、国際的に

通用する大学入学資格が取得可能な教育プログラム（国際バカロレア※）の普及

拡大を図り、2020年までに国際バカロレア認定校等を2014年の33校（候補校を含

む。）から200校以上に増やす。 

 

                                                   
※ グローバル化に対応した素養・能力の育成を重視した国際的な教育プログラム。学校段階等に応じ４種

類あるプログラムの中で、高校レベルのディプロマプログラムは国際的に通用する大学入学資格を取得

可能であり、世界の主要大学の入学審査等で広く活用されている。 
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事
業
の
内
容
等
を

改
善

 

2
0
2
0
年

K
P
I
 

（
成
果
目
標

）
 

○
地
方
に
お
け
る
自
県

大
学
進
学
者
の
割
合
を
平
均
で

3
6
％
ま
で
高
め
る
（
2
0
1
3
年
度
全
国
平
均

3
2
.
9
％
）
 

○
地

方
に

お
け

る
雇
用

環
境

の
改

善
を
前

提
に
、

新
規

学
卒

者
の
県

内
就

職
の
割

合
を

平
均

で
80
％

ま
で

向
上

（
2
0
1
2
年
度

全
国

平
均

7
1
.
9
％
）
 

○
全
て
の
小
・
中
学
校
で
地
域
へ
の
誇
り
や
愛
着
を
育
て
る
教
育
を
推
進
す
る
 

○
全
て
の
小
・
中
学
校
区
に
学
校
と
地
域
が
連
携
・
協
働
す
る
体
制
を
構
築
す
る
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（
２
）
地
方
に
し
ご
と
を
つ
く
り
、
安
心
し
て
働
け
る
よ
う
に
す
る
 

（
ウ
）
地
方
大
学
等
の
活
性
化
－
地
方
大
学
等
創
生
５
か
年
戦
略
 

(
2
)
-
(
ウ

)
 

「
地

方
大
学
等

創
生

５
か
年

戦
略

」
 

③
地
域

人
材
育

成
プ

ラ
ン
（

大
学

、
高

等
専

門
学
校
、
専
修

学
校

、
専
門

高
校

を
は
じ

め
と
す

る
高

等
学
校

の
人

材
育
成

機
能

の
強
化

、
地

域
産

業
の
振

興
を
担

う

人
材
育

成
）
 

●
現
在
の
課
題
 

○
地
域
の
企
業
や
地
域
社
会
の
求
め
る
人
材
ニ
ー
ズ
が
多
様
化
す
る
と
と
も
に
、
地
元
企
業
に
就
職
し
な
い
若
者
が
多
く
、
ま
た
地
域
産
業
を
自
ら
生
み
出
す
人

材
が
不
足
し
て
い
る
状
況
に
あ
る
な
ど
、
地
域
に
お
け
る
人
材
育
成
に
は
様
々
な
課
題
が
あ
る
。
 

 ●
必
要
な
対
応
 

○
大
学
等
に
お
い
て
、
地
元
の
地
方
公
共
団
体
や
企
業
等
と
連
携
し
、
そ
れ
ぞ
れ
の
地
域
の
未
来
を
担
う
人
材
を
育
成
し
、
地
元
に

定
着
す
る
取
組
を
推
進
す
る

と
と
も
に
、
産
学
連
携
に
よ
る
実
践
的
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
開
発
や
教
育
体
制
の
確
立
等
に
よ
り
、
地
域
産
業
を
担
う
高
度
な
地
域
人
材
を
育
成
す
る
。
 

○
高
等
専
門
学
校
に
お
け
る
実
践
的
・
創
造
的
な
技
術
者
の
養
成
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
専
修
学
校
、
専
門
高
校
に
お
け
る
、
地
域
の
大
学
や
産
業
界
等
と
連

携
し
た
長
期
間
の
実
習
・
共
同
研
究
な
ど
職
業
教
育
を
充
実
し
、
地
域
産
業
を
担
う
高
度
な
専
門
的
職
業
人
の
育
成
を
促
進
す
る
。
 

○
地
域
の
人
材
育
成
に
お
い
て
は
、
職
業
教
育
は
極
め
て
重
要
で
あ
り
、
今
後
、
関
係
府
省
庁
に
お

い
て
総
合
的
に
推
進
を
図
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
こ
う
し

た
こ
と
を
踏
ま
え
、
専
門
高
校
等
に
お
い
て
は
、
職
業
能
力
等
を
高
め
る
質
の
高
い
教
育
を
充
実
す
る
と
と
も
に
、
卒
業
生
が
地
元

企
業
等
の
求
め
る
職
業
能

力
等
を
有
し
て
い
る
こ
と
を
明
ら
か
に
す
る
取
組
を
進
め
る
こ
と
で
、
地
元
企
業
等
の
適
切
な
評
価
に
つ
な
げ
、
育
成
さ
れ
た
人
材
の
地
域
社
会
で
の
認
識
向

上
を
図
る
。
 

○
実
践
的
な
英
語
教
育
な
ど
大
学
・
高
等
学
校
等
に

お
け
る
地
域
に
根
ざ
し
た
グ
ロ
ー
バ
ル
・
リ
ー
ダ
ー

育
成
や
外
国
人
留
学
生
の
受
入
れ
の
た
め
の
取
組
を
推

進
す
る
。
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●
短
期
・
中
長
期
の
工
程
表
 

 
緊
急
的
取
組
 

2
0
1
5
年
度
 

2
0
1
6
年
度
以
降
（
５
年
後
ま
で
）
 

取
組
内
容
 

 
○

地
元

の
地

方
公

共
団

体
や

企
業

等
と

連
携

し
て

地
域

産
業

を
担

う
高

度
な

地
域

人
材
の
育
成
に
取
り
組
む
大
学
の
取
組
を
推
進
 

○
地

域
産

業
の

振
興

を
担

う
人

材
の

育
成

に
取

り
組

む
高

等
専

門
学

校
、

専
修

学

校
、
専
門
高
校
を
は
じ
め
と
す
る
高
等
学
校
の
取
組
を
推
進
 

○
専
門
高
校
等
に
お
い
て
、
職
業
能
力
等
を
高
め
る
質
の
高
い
教
育
を
充
実
す
る
と

と
も
に
、
卒
業
生
が
地
元
企
業
等
の
求
め
る
職
業
能
力
等
を
有
し
て
い
る
こ
と
を

明
ら

か
に

す
る

取
組

を
進

め
る

こ
と

で
、

地
元

企
業

等
の

適
切

な
評

価
に

つ
な

げ
、
育
成
さ
れ
た
人
材
の
地
域
社
会
で
の
認
識
向
上
を
図
る
 

○
一
定
の
要
件
を
満
た
す
高
等
学
校
専
攻
科
の
修
了
者
に
対
し
、
大
学
へ
の
編
入
学

の
途
を
開
く
た
め
の
制
度
改
正
を
行
う
 

○
官
と
民
と
が
協
力
し
た
海
外
留
学
支
援
制
度
（
「
ト
ビ
タ
テ
！
留
学

J
A
P
A
N
日
本

代
表
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
等
）
の
実
施
 

○
地
域
に
お
け
る
留
学
生
交
流
の
促
進
 

○
国
際
バ
カ
ロ
レ
ア
の
普
及
拡
大
 
等
 

○
事

業
の

成
果

等
を

踏
ま

え
な

が

ら
、
事
業
の
内
容
等
を
改
善
 

○
一

定
の

要
件

を
満

た
す

高
等

学

校
専

攻
科

の
修

了
者

に
対

し
、

大
学

へ
の

編
入

学
の

途
を

開
く

制
度
の
施
行
 
等
 

2
0
2
0
年

K
P
I
 

（
成
果
目
標
）
 

○
大
学
に
お
け
る
、
地
元
企
業
や
官
公
庁
と
連
携
し
た
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
施
率
を

5
0
％
ま
で
高
め
る
（
2
0
1
3
年
度
 
3
9
.
6
％
）
 

○
国
際
バ
カ
ロ
レ
ア
認
定
校
等
を

2
0
2
0
年
ま
で
に

2
0
0
校
以
上
に
増
や
す
（
2
0
1
4
年

3
3
校
 

※
候
補
校
を
含
む
）
）
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